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１．はじめに 

 「J-WALL🄬Ⅱ工法」は、JFE スチール・大林組・ジ

ェコスが共同開発した鋼・コンクリート合成壁構築工

法である。図-1に本工法のイメージと本工法に使用す

る専用鋼矢板(ビートルパイル)の断面図を示す。本工

法はビートルパイルを仮設土留め鋼矢板として利用し、

地盤掘削後に現場打ち鉄筋コンクリート部と一体化さ

せることにより、本設の合成地下壁を構築する工法で

ある。図-2のように、従来工法に対して施工幅が小さ

く、さらに本体壁を薄くすることができることを特徴

としており、敷地を最大限有効活用した地下空間を構

築できる。2015 年に一般財団法人国土技術研究センタ

ーの建設技術審査証明を取得し、以降、免震レトロフ

ィット工法や地下貯水槽の側壁などに適用されている。 

 本工法で用いるコンクリートの圧縮強度（以下、f ’c）

の適用範囲は既往の実験結果 1)から 30～45N/mm2とし

ているが、土木構造物に多く採用される f ’c24N/mm2に

も対応するため、今回追加の実験を行った。 

 

２．実験概要 

 本工法では、過去の検討において、図-3に示すハッ

ト形鋼矢板のウェブに取り付けた CT 形鋼、定着用鉄

筋、および CT 形鋼のウェブを貫通して配置される補

強鉄筋で構成されるシアコネクタ部の押抜きせん断実

験と、実物大曲げ試験により合成壁の性能を確認して

いる。その性能確認の中でシアコネクタ部のずれせん

断耐力が式１を満足すれば、合成壁が外力による曲げ

に対して十分なずれせん断耐力を有し一体挙動するこ

とを実証している。そこで今回は f ’c21N/mm2 で押抜

きせん断実験を実施し、ずれせん断耐力が式1を満足

するかを検証することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 J-WALLⅡ工法のｲﾒｰｼﾞとﾋﾞｰﾄﾙﾊﾟｲﾙ断面図 

 

 

 
 

 

 

 

 

図－2 従来工法との比較 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 J-WALLⅡ工法の断面図 
 

V=0.18*LT*LH*f'ck+1.33*nsc*Asc*fsy………式1 2） 

V:シアコネクタ部のずれせん断耐力(N) 

LH:ずれせん断区間長さ(mm) 

LT:ｺﾝｸﾘｰﾄのずれせん断破壊面の長さ(mm)（CT形鋼ｳｪﾌﾞ高さ×√2） 

f’ck:ｺﾝｸﾘｰﾄの設計基準強度(N/mm2) 

nsc:ずれせん断区間内の補強鉄筋本数 

Asc:補強鉄筋1本あたりの断面積(mm2) 

fspyk:補強鉄筋の引張降伏強度の特性値(N/mm2)    
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図-4 に供試体形状、表-1 に今回および既往の実験

ケースを示す。追加実験では式1が示すずれせん断耐

力のパラメータのうち、既往の実験からコンクリート

強度のみを変化させ、ずれせん断耐力の実験値と評価

式との比較を行った。 

 

３．押抜きせん断実験結果 

 供試体の代表的な破壊状況として No.1 の破壊状況

を写真-1 に示す。既往の No.2～No.4 と同様に CT 形

鋼フランジ先端から、鋼矢板ウェブ端部にかけて、コ

ンクリートのせん断破壊が生じた後、載荷重が低下し

た。 

図-5 に各実験ケースにおける押込みずれ量と載荷

重の関係を、表-1 および図-6 に実験最大荷重と評価

式による計算値との比較を示す。f ’c21N/mm2の供試体

でも既往の実験と同様に実験値が計算値を上回り、ず

れせん断耐力を式1で評価できることを確認した。 

 

４．まとめ 

 今回の実験より J-WALLⅡ工法ではコンクリート圧

縮強度の適用範囲を 21～45N/mm2 とできることを確

認した。範囲拡大を J-WALLⅡ工法の設計・施工マニュ

アルへ反映し、今後も幅広い構造物への工法適用を目

指す。 

 

図－4 押抜きせん断実験の供試体形状 

表－1 供試体ケース（No.1を今回追加で実施） 

および押抜きせん断実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 供試体底面のｺﾝｸﾘｰﾄ破壊状況(No.1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 押込みずれ量と載荷重の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 ずれせん断耐力評価式と実験値の比較 

(ﾋﾞｰﾄﾙﾊﾟｲﾙ 1m あたりのずれせん断耐力) 
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1 D19－B16－F21

D19 D16

20.6 985.3 1.31(755.0)

2 D19－B16－F30 29.3 1115.0 1.20(931.9)

3 D19－B16－F40 38.2 1364.0 1.25(1091.6)

4 D19－B16－F45 47.8 1396.0 1.15(1213.2)

※付着長さ800mmあたりのずれせん断耐力
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